
個人事業主の本人確認書類について

給与支払報告書提出後の注意点

　給与支払者が個人事業主の場合は、給与支払報告書に給与支払者のマイナンバー（個人番号）を記載する欄を

設けています。給与支払者のマイナンバーを記載した給与支払報告書を提出する際には、下記を参考に、給与

支払者本人の本人確認書類の提示又はコピーの添付をしてください（給与支払者が法人の場合は不要です）。

　給与支払報告書を区市町村へ提出した後、４月１日までの間に給与受給者に退職や転勤等の異動が生じた

場合は、「給与所得者異動届出書」の提出が必要です。異動事由が発生した日から４月１５日までに該当の区

市町村へ提出してください。なお、令和６年度に特別徴収していた区市町村と、令和７年度の給与支払報告

書を提出した区市町村が異なる場合は、「給与所得者異動届出書」を両方の区市町村へ提出してください。

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）について

◎基準年（前々年）の所得税の源泉徴収票の提出枚数が１００枚以上の事業者（給与支払者）の場合は、インター

ネットを利用した電子申告（ｅＬＴＡＸ: エルタックス）又は光ディスク等による提出が義務化されています。

◎ｅＬＴＡＸにつきましては、詳しくはｅＬＴＡＸ地方税ポータルシステム（https://www.eltax.lta.go.jp/）
をご覧ください。なお、ご不明な点等がございましたらｅＬＴＡＸホームページ内の「よくあるご質問」をご

覧ください。（https://eltax.custhelp.com/）
◎ｅＬＴＡＸで給与支払報告書を提出された場合は、書面での給与支払報告書の提出は不要です。

給与支払報告書提出に関するお問い合わせ先

◎ご不明な点等がございましたら江東区ホームページ内の「よくある質問」をご覧ください。

掲載場所:区トップページ（https://www.city.koto.lg.jp/）⇒「くらし・地域」税金

⇒「税に関するおしらせ」⇒給与支払報告書(総括表・個人別明細書)の提出についてよくある質問

◎江東区役所　区民部　課税課

〒１３５－８３８３ 東京都江東区東陽４－１１－２８ ＴＥＬ.０３－３６４７－９１１１（代表）

例１  マイナンバーカード

例２  通知カード ＋ 運転免許証、公的医療保険の被保険者証　等

※ マイナンバーを記載した給与支払報告書を郵送でご提出される場合は、本人確認書類のコピーを同封してください

（マイナンバーカードは両面コピーが必要です）。

※ 通知カードに記載されている氏名・住所等が現況と異なる場合は、確認書類として認められません。

※ 郵送提出で各健康保険等の被保険者証のコピーを添付する場合は、保険者番号および被保険者等記号・番号をマス

キングしてください。

※ 代理人が提出にお越しになる場合は、上記の書類に代わり、下記３つの確認書類が必要となります。

① 給与支払者（個人事業主）本人のマイナンバーを確認できる書類のコピー

給与支払者（個人事業主）本人の〔・マイナンバーカード ・通知カード 等〕の中から１点

② 代理人の身元を確認できる書類

代理人の〔・マイナンバーカード ・運転免許証 ・税理士証票 等〕の中から１点

または

〔・公的医療保険の被保険者証 ・国民年金手帳 ・住民票の写し 等〕の中から２点

③ 代理権を確認できる書類

法定代理人 → 戸籍謄本等の資格を証明する書類

任意代理人 → 委任状

・本人しか持ち得ない身分証明書（マイナンバーカード等）の原本をお持ちいただくことで、

代理権を確認できる書類に代えることができます。

・代理権の確認をさせていただく際に、確認書類のコピーを取らせていただくことがありま

す。あらかじめご了承ください。

・法人が代理人となる場合は、上記とは別の方法で代理権を確認しますので、課税課までお問

い合わせください。

本人確認書類の例

－４－

令和７年度（令和６年分）給与支払報告書提出のご案内

　平素より、特別区民税・都民税(個人住民税)・森林環境税の特別徴収にご協力いただき、厚くお礼申

し上げます。

　毎年１月１日現在において給与の支払いをする者で、給与所得に係る源泉徴収をする義務のあるもの

は、給与支払報告書を所定の期日までに提出する必要があります。

　令和７年度給与支払報告書につきましては、本書および国税庁作成の「令和６年分給与所得の源泉徴

収票等の法定調書の作成と提出の手引」を確認のうえ、作成・提出してください。

給与支払報告書は下記の順に並べ、一束でご提出ください（特別徴収税額通知書への納税義務者

の記載は、ご提出時の特別徴収分個人別明細書の順にいたします）。

(1) 総括表　

(2) 特別徴収分 個人別明細書

(3) 普通徴収切替理由書

(4) 普通徴収分 個人別明細書

給与支払報告書の提出について

◎提出書類

◎提出時の並べ方

◎提出期限

◎提出先

令和７年１月３１日（金）必着

【提出書類一覧】

給与支払者

法人

個人

（個人事業主）

提出する個人別明細書

①特別徴収分と普通徴収分を両方提出

②特別徴収分のみを提出

③普通徴収分のみを提出

④特別徴収分と普通徴収分を両方提出

⑤特別徴収分のみを提出

⑥普通徴収分のみを提出

提出書類

A.

総括表

B.

個人別

明細書

C.

普通徴収

切替理由書

D.

本人確認

書類

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

〒１３５－８３８３ 東京都江東区東陽４－１１－２８ 江東区役所 区民部 課税課

※ 同封の返信用封筒をご利用ください。

－１－

(1)総　括　表

(2)特別徴収分 個人別明細書

(3)普通徴収切替理由書

(4)普通徴収分 個人別明細書

裏面（２ページ）へ続きます

Ａ.総括表

本書に同封のものをご利用ください。

※下記のＢに該当する方がいない場合は、総括表の提出も不要です。

Ｂ.個人別明細書

下記に該当する方のものを、１人につき１枚ご提出ください。

① 令和７年１月１日現在、給与の支払を受けており、江東区に居住している方

② 令和６年中に給与の支払を受けなくなった方のうち、その時点で江東区に居住されていた方

（給与支払金額が３０万円以下の場合は提出の義務はありませんが、公平・適正な課税の観点か

ら提出にご協力ください）

※ 年末調整や税務署への源泉徴収票の提出が不要な方につきましても、上記に該当する場合は、

個人別明細書をご提出ください。

※ 個人別明細書以外の様式（源泉徴収簿等）での受付はできません。

Ｃ.普通徴収切替理由書

本書に同封のものをご利用ください（普通徴収切替の要件に該当し、普通徴収を希望する方がい

る場合のみ）。

Ｄ.本人確認書類（給与支払者が個人事業主の場合のみ）

給与支払者の本人確認書類を、ご提出又はご提示ください。（Ｐ.４参照）



　日　提 出

代 表 者 の
職 氏 名

（ フ リ ガ ナ ）

合　　計

連絡者の
係及び氏

名並びに

電話番号

氏名

＊普通徴収とする場合は、普通徴収切替理由書の提出が必要です。 希望しない場合は□に✓を記入してください。

eLTAXで提出するため、来年度以

希望しません　

降、この総括表の送付を

□（　　　　）　　　　－　　　　　　　　番

会計事務所
等の名称及

び電話番号

（　　　　　）　　　　－　　　　　　　　　番 内線（　　　   　  　） 納入書 要　　・　　不要

係　　

所轄税務署 税務署

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話（　　　　　）　　　　　　-　　　　　　

-

給
与
支
払

者

(

特

別
徴
収
義

務
者

)

個 人 番 号

又 は 法 人 番 号

名　　称
（氏名）

（ フ リ ガ ナ ）

所 在 地
（ 住 所 ）

郵 便 番 号 〒

年
給 与 の
支払期間

月分から　　　　月分まで

令和７年度（令和６年分）給与支払報告書（総括表）

追　加

訂　正

　　 　　年 月 特別徴収義務者指定番号

江　東　区　長　殿

人

受給者総人員

人

報

告

人

員

特別徴収

対象者

人

普通徴収

対象者

（退職者） 人

普通徴収

対象者

（退職者を除く ） 人

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３
令和６ １ １２

１３５　　　００００

東京都江東区東陽4-11-99-9999
03  1234   5678

株式会社 江東

代表取締役 江東 一郎

令和 ７ １ ３１

ﾄｳｷｮｳﾄｺｳﾄｳｸﾄｳﾖｳ

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ｺｳﾄｳ

江東 しおみ

総務課人事グループ

5678 1234　123403

深川ことみ税務会計事務所

03   8765   4321

２０

３

２

６

東陽

1234

９００１２３４５６

１

総括表の記載について

　下記および同封の ｢令和７年度（令和６年分）給与支払報告書（総括表）」 下部の記載事項を参考に記載し

てください。

普通徴収切替理由書の記載について

　普通徴収切替の要件に該当し、普通徴収を希望する方がいる場合に提出が必要です。同封の「個人住

民税の特別徴収の推進にかかる普通徴収切替理由書（兼仕切紙）について」の記載事項をご確認のうえ、

右側の「普通徴収切替理由書（兼仕切紙）」を切り取ってご利用ください。

給与支払者の指定番号・法人番号・郵便番号・所在地（住所）・名称（氏名）につきましては、江東区

が把握している情報をもとにあらかじめ印字されています。印字内容に変更や誤りがございました

ら、赤字で訂正してください。

令和８年度の給与支払報告書をｅＬＴＡＸで

提出する場合、翌年以降の総括表が不要で

あればこちらに✓を記載してください。

【記載例】

特別徴収した個人住民税を納入する際に使用する納

入書につきまして、要・不要のどちらかに○を記載

してください。ただし、令和６年度中に電子納付を

している場合は、納入書は送付されません。

－２－

内 千 円 千 円 千 円 内 千 円

千 円 人 従人 内 人 従人 人 従人 人 内 人 人 人

円千円千円千円千内

円円円円円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円円円

円 円

住所（居所）

又は所在地

（電話）

（右詰めで記載してください。）

支

　

払

　

者

個人番号又は

法人番号

氏名又は名称

本人が障害者 中 途 就 ・ 退 職 受　給　者　生　年　月　日

年 月 日就職 退職 年 月 日 元　号

個人番号個人番号

4

（フリガナ）
区

分氏名 氏名

区

分
4

（フリガナ）

個人番号

5人目以降の16歳未満の扶養親
族の個人番号

氏名 3

（フリガナ） 区

分氏名3

（フリガナ） 区

分

個人番号

個人番号

氏名 氏名

区

分
2

（フリガナ） 区

分
2

（フリガナ）

個人番号

個人番号

控

除

対

象

扶

養

親

族

1

区

分

5人目以降の控除対象扶養親族
の個人番号

（フリガナ） 区

分

1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1氏名 氏名

（フリガナ）

個人番号

配偶者の

合計所得
基礎控除の額

（フリガナ） 区

分

個人番号

（源泉・特別）

控除対象

配偶者

住宅借入金等

年末残高（2回目）

氏名

国民年金保険

料等の金額

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月日

（2回目）

住宅借入金等特別

控除区分（2回目）

住宅借入金等

年末残高（1回目）住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月日

（1回目）

住宅借入金等特別

控除区分（1回目）

生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

介護医療保

険料の金額

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額

（摘要）

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

特　　別 その他

有 従有

特　　　定 老　　　人 その他

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

（　　配　　偶　　者　　を　　除　　く　　。　）

支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）
所得控除の額の合計額

16歳未満

扶養親族

の数

障　害　者　の　数

（ 本 人 を  除 く。 ）

非居住者

である

親族の数
 の 有 無 等

老人

 （ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 （ 特 別 ）

控    除    の    額

源　泉　徴　収　税　額

給
与
支
払

報
告
書

個

人
別

明
細
書

氏

　

名

（フリガナ）

種　　　　　　　　別

（受給者番号）

（個人番号）

(役職名)
支　払

を 受 け

る　者

住

所

※区分

※種　　別 ※整　理　番　号 ※※

旧長期損害

保険料の金額

所得金額

調整控除額

取締役
コウトウ タロウ
江東 太郎

給与・賞与

江東区東陽４－１１－２８

6 4 0 0 0 0 0　　4 6 8 0 0 0 0　　20 4 5 6 8 4

3 6 0 0 0 0 1 5 ２

8 2 5 6 8 4

1,000,000

江東 たつみ
コウトウ タツミ

89 0 1 2 3 4 5 67 89
○江東 ことみ

コウトウ コトミ

2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

江東 たすけ
コウトウ タスケ

3 4 5 6 7 8 9 01 2 3 4

江東 すみれ
コウトウ スミレ

4 5 6 7 8 9 0 12 3 4 5

江東 花子
コウトウ ハナコ

5 6 7 8 9 01 2 34 5 6

＊　　　６   11   1             昭和           50  10  25

1 2 3 4 5 6 7 8 9 012 3
東京都江東区東陽４－１１－９９－１２３４
株式会社 江東 03-1234-5678

(1)678901234567

００３９

コウトウ ミヨシ
江東 みよし
78 9 01 2 3 4 56 7 8

源泉徴収時所得税減税控除済額 150,000円、控除外額 0円

前職 砂々運輸 江東区北砂8-1-2
支払額3,040,000円 社会保険料367,720円 所得税額55,000円 令和６年10月31日退職

123456789012

⑦

01

←普通徴収切替理由書を参照して記載してください。

←年の途中で入社の方は前職分の支払金額等を記載してください。

(1)江東さざんか（年少）普D

19 300

勤

労

学

生

特

別

そ

の

他

寡

婦

ひ

と

り

親

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

未

成

年

者

外

国

人

個人別明細書の記載について

　特にご注意いただきたい点につきましては下記に記載しています。国税庁作成の「令和６年分給与所

得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」とあわせてご確認ください。

扶養親族（１６歳未

満を含む）につい

て、５人目以降が

いる場合は摘要欄

に 氏 名 を 記 載 し、

５人目以降の控除

対象扶養親族又は

１６歳 未 満 の 扶 養

親族の個人番号欄

に、対応する括弧

書きの数字を付し

て個人番号を記載

し て く だ さ い（１

人目〜４人目 は 控

除対象扶養親族欄

又は１６歳 未 満 の

扶養親族欄に記載

します）。

令和７年 1 月 1 日

現 在 （ 退 職 者 は

退 職 時 ） の 住 所

を 記 載 し て く だ

さ い 。

１６歳 未 満 の 扶 養

親族（令和６年分給

与所得者の扶養控

除等（異動）申告書

の「住民税に関する

事項」に記載のある

扶養親族）の人数

を忘れずに記載して

ください。この内

容は、住民税の非

課税限度額の算定

等に使用します。

【記載例】

区市町村に提出す

る給与支払報告書

は、（源泉・特別）控

除対象配偶者、控

除対象扶養親族に

加えて１６歳未満の

扶養親族について

も個人番号の記載

が必要です。

また、非居住 ( 国

外居住 ) の控除対

象 配 偶 者 お よ び

１６歳 未 満 の 扶 養

親族者の区分欄に

〇を記載してくだ

さい。

控 除 対 象 扶 養 親

族が非居住 ( 国外

居住 ) の場合は、

下記を参照し該当

の番号を区分欄に

記載してください。
控除した年調減税額、控除外額の記載については別紙を参照してください。

非居住の控除対象扶養親族 ・ 30 歳未満または 70歳以上……01

・ 30 歳以上70歳未満の留学生…02

・ 30 歳以上70歳未満の障害者…03

・ 30 歳以上70歳未満で38万円以上送金している…04

－３－ 別紙・裏面（４ページ）へ続きます

※ 印字ズレにご注意ください。



　日　提 出

代 表 者 の
職 氏 名

（ フ リ ガ ナ ）

合　　計

連絡者の
係及び氏

名並びに

電話番号

氏名

＊普通徴収とする場合は、普通徴収切替理由書の提出が必要です。 希望しない場合は□に✓を記入してください。

eLTAXで提出するため、来年度以

希望しません　

降、この総括表の送付を

□（　　　　）　　　　－　　　　　　　　番

会計事務所
等の名称及

び電話番号

（　　　　　）　　　　－　　　　　　　　　番 内線（　　　   　  　） 納入書 要　　・　　不要

係　　

所轄税務署 税務署

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話（　　　　　）　　　　　　-　　　　　　

-

給
与
支
払

者

(

特

別
徴
収
義

務
者

)

個 人 番 号

又 は 法 人 番 号

名　　称
（氏名）

（ フ リ ガ ナ ）

所 在 地
（ 住 所 ）

郵 便 番 号 〒

年
給 与 の
支払期間

月分から　　　　月分まで

令和７年度（令和６年分）給与支払報告書（総括表）

追　加

訂　正

　　 　　年 月 特別徴収義務者指定番号

江　東　区　長　殿

人

受給者総人員

人

報

告

人

員

特別徴収

対象者

人

普通徴収

対象者

（退職者） 人

普通徴収

対象者

（退職者を除く ） 人

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３
令和６ １ １２

１３５　　　００００

東京都江東区東陽4-11-99-9999
03  1234   5678

株式会社 江東

代表取締役 江東 一郎

令和 ７ １ ３１

ﾄｳｷｮｳﾄｺｳﾄｳｸﾄｳﾖｳ

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ｺｳﾄｳ

江東 しおみ

総務課人事グループ

5678 1234　123403

深川ことみ税務会計事務所

03   8765   4321

２０

３

２

６

東陽

1234

９００１２３４５６

１

総括表の記載について

　下記および同封の ｢令和７年度（令和６年分）給与支払報告書（総括表）」 下部の記載事項を参考に記載し

てください。

普通徴収切替理由書の記載について

　普通徴収切替の要件に該当し、普通徴収を希望する方がいる場合に提出が必要です。同封の「個人住

民税の特別徴収の推進にかかる普通徴収切替理由書（兼仕切紙）について」の記載事項をご確認のうえ、

右側の「普通徴収切替理由書（兼仕切紙）」を切り取ってご利用ください。

給与支払者の指定番号・法人番号・郵便番号・所在地（住所）・名称（氏名）につきましては、江東区

が把握している情報をもとにあらかじめ印字されています。印字内容に変更や誤りがございました

ら、赤字で訂正してください。

令和８年度の給与支払報告書をｅＬＴＡＸで

提出する場合、翌年以降の総括表が不要で

あればこちらに✓を記載してください。

【記載例】

特別徴収した個人住民税を納入する際に使用する納

入書につきまして、要・不要のどちらかに○を記載

してください。ただし、令和６年度中に電子納付を

している場合は、納入書は送付されません。

－２－

内 千 円 千 円 千 円 内 千 円

千 円 人 従人 内 人 従人 人 従人 人 内 人 人 人

円千円千円千円千内

円円円円円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円円円

円 円

住所（居所）

又は所在地

（電話）

（右詰めで記載してください。）

支

　

払

　

者

個人番号又は

法人番号

氏名又は名称

本人が障害者 中 途 就 ・ 退 職 受　給　者　生　年　月　日

年 月 日就職 退職 年 月 日 元　号

個人番号個人番号

4

（フリガナ）
区

分氏名 氏名

区

分
4

（フリガナ）

個人番号

5人目以降の16歳未満の扶養親
族の個人番号

氏名 3

（フリガナ） 区

分氏名3

（フリガナ） 区

分

個人番号

個人番号

氏名 氏名

区

分
2

（フリガナ） 区

分
2

（フリガナ）

個人番号

個人番号

控

除

対

象

扶

養

親

族

1

区

分

5人目以降の控除対象扶養親族
の個人番号

（フリガナ） 区

分

1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1氏名 氏名

（フリガナ）

個人番号

配偶者の

合計所得
基礎控除の額

（フリガナ） 区

分

個人番号

（源泉・特別）

控除対象

配偶者

住宅借入金等

年末残高（2回目）

氏名

国民年金保険

料等の金額

住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月日

（2回目）

住宅借入金等特別

控除区分（2回目）

住宅借入金等

年末残高（1回目）住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

居住開始年月日

（1回目）

住宅借入金等特別

控除区分（1回目）

生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

介護医療保

険料の金額

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額

（摘要）

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

特　　別 その他

有 従有

特　　　定 老　　　人 その他

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

（　　配　　偶　　者　　を　　除　　く　　。　）

支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）
所得控除の額の合計額

16歳未満

扶養親族

の数

障　害　者　の　数

（ 本 人 を  除 く。 ）

非居住者

である

親族の数
 の 有 無 等

老人

 （ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 （ 特 別 ）

控    除    の    額

源　泉　徴　収　税　額

給
与
支
払

報
告
書

個

人
別

明
細
書

氏

　

名

（フリガナ）

種　　　　　　　　別

（受給者番号）

（個人番号）

(役職名)
支　払

を 受 け

る　者

住

所

※区分

※種　　別 ※整　理　番　号 ※※

旧長期損害

保険料の金額

所得金額

調整控除額

取締役
コウトウ タロウ
江東 太郎

給与・賞与

江東区東陽４－１１－２８

6 4 0 0 0 0 0　　4 6 8 0 0 0 0　　20 4 5 6 8 4

3 6 0 0 0 0 1 5 ２

8 2 5 6 8 4

1,000,000

江東 たつみ
コウトウ タツミ

89 0 1 2 3 4 5 67 89
○江東 ことみ

コウトウ コトミ

2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

江東 たすけ
コウトウ タスケ

3 4 5 6 7 8 9 01 2 3 4

江東 すみれ
コウトウ スミレ

4 5 6 7 8 9 0 12 3 4 5

江東 花子
コウトウ ハナコ

5 6 7 8 9 01 2 34 5 6

＊　　　６   11   1             昭和           50  10  25

1 2 3 4 5 6 7 8 9 012 3
東京都江東区東陽４－１１－９９－１２３４
株式会社 江東 03-1234-5678

(1)678901234567

００３９

コウトウ ミヨシ
江東 みよし
78 9 01 2 3 4 56 7 8

源泉徴収時所得税減税控除済額 150,000円、控除外額 0円

前職 砂々運輸 江東区北砂8-1-2
支払額3,040,000円 社会保険料367,720円 所得税額55,000円 令和６年10月31日退職

123456789012

⑦

01

←普通徴収切替理由書を参照して記載してください。

←年の途中で入社の方は前職分の支払金額等を記載してください。

(1)江東さざんか（年少）普D

19 300

勤

労

学

生

特

別

そ

の

他

寡

婦

ひ

と

り

親

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

未

成

年

者

外

国

人

個人別明細書の記載について

　特にご注意いただきたい点につきましては下記に記載しています。国税庁作成の「令和６年分給与所

得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」とあわせてご確認ください。

扶養親族（１６歳未

満を含む）につい

て、５人目以降が

いる場合は摘要欄

に 氏 名 を 記 載 し、

５人目以降の控除

対象扶養親族又は

１６歳 未 満 の 扶 養

親族の個人番号欄

に、対応する括弧

書きの数字を付し

て個人番号を記載

し て く だ さ い（１

人目〜４人目 は 控

除対象扶養親族欄

又は１６歳 未 満 の

扶養親族欄に記載

します）。

令和７年 1 月 1 日

現 在 （ 退 職 者 は

退 職 時 ） の 住 所

を 記 載 し て く だ

さ い 。

１６歳 未 満 の 扶 養

親族（令和６年分給

与所得者の扶養控

除等（異動）申告書

の「住民税に関する

事項」に記載のある

扶養親族）の人数

を忘れずに記載して

ください。この内

容は、住民税の非

課税限度額の算定

等に使用します。

【記載例】

区市町村に提出す

る給与支払報告書

は、（源泉・特別）控

除対象配偶者、控

除対象扶養親族に

加えて１６歳未満の

扶養親族について

も個人番号の記載

が必要です。

また、非居住 ( 国

外居住 ) の控除対

象 配 偶 者 お よ び

１６歳 未 満 の 扶 養

親族者の区分欄に

〇を記載してくだ

さい。

控 除 対 象 扶 養 親

族が非居住 ( 国外

居住 ) の場合は、

下記を参照し該当

の番号を区分欄に

記載してください。
控除した年調減税額、控除外額の記載については別紙を参照してください。

非居住の控除対象扶養親族 ・ 30 歳未満または 70歳以上……01

・ 30 歳以上70歳未満の留学生…02

・ 30 歳以上70歳未満の障害者…03

・ 30 歳以上70歳未満で38万円以上送金している…04

－３－ 別紙・裏面（４ページ）へ続きます

※ 印字ズレにご注意ください。



個人事業主の本人確認書類について

給与支払報告書提出後の注意点

　給与支払者が個人事業主の場合は、給与支払報告書に給与支払者のマイナンバー（個人番号）を記載する欄を

設けています。給与支払者のマイナンバーを記載した給与支払報告書を提出する際には、下記を参考に、給与

支払者本人の本人確認書類の提示又はコピーの添付をしてください（給与支払者が法人の場合は不要です）。

　給与支払報告書を区市町村へ提出した後、４月１日までの間に給与受給者に退職や転勤等の異動が生じた

場合は、「給与所得者異動届出書」の提出が必要です。異動事由が発生した日から４月１５日までに該当の区

市町村へ提出してください。なお、令和６年度に特別徴収していた区市町村と、令和７年度の給与支払報告

書を提出した区市町村が異なる場合は、「給与所得者異動届出書」を両方の区市町村へ提出してください。

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）について

◎基準年（前々年）の所得税の源泉徴収票の提出枚数が１００枚以上の事業者（給与支払者）の場合は、インター

ネットを利用した電子申告（ｅＬＴＡＸ: エルタックス）又は光ディスク等による提出が義務化されています。

◎ｅＬＴＡＸにつきましては、詳しくはｅＬＴＡＸ地方税ポータルシステム（https://www.eltax.lta.go.jp/）
をご覧ください。なお、ご不明な点等がございましたらｅＬＴＡＸホームページ内の「よくあるご質問」をご

覧ください。（https://eltax.custhelp.com/）
◎ｅＬＴＡＸで給与支払報告書を提出された場合は、書面での給与支払報告書の提出は不要です。

給与支払報告書提出に関するお問い合わせ先

◎ご不明な点等がございましたら江東区ホームページ内の「よくある質問」をご覧ください。

掲載場所:区トップページ（https://www.city.koto.lg.jp/）⇒「くらし・地域」税金

⇒「税に関するおしらせ」⇒給与支払報告書(総括表・個人別明細書)の提出についてよくある質問

◎江東区役所　区民部　課税課

〒１３５－８３８３ 東京都江東区東陽４－１１－２８ ＴＥＬ.０３－３６４７－９１１１（代表）

例１  マイナンバーカード

例２  通知カード ＋ 運転免許証、公的医療保険の被保険者証　等

※ マイナンバーを記載した給与支払報告書を郵送でご提出される場合は、本人確認書類のコピーを同封してください

（マイナンバーカードは両面コピーが必要です）。

※ 通知カードに記載されている氏名・住所等が現況と異なる場合は、確認書類として認められません。

※ 郵送提出で各健康保険等の被保険者証のコピーを添付する場合は、保険者番号および被保険者等記号・番号をマス

キングしてください。

※ 代理人が提出にお越しになる場合は、上記の書類に代わり、下記３つの確認書類が必要となります。

① 給与支払者（個人事業主）本人のマイナンバーを確認できる書類のコピー

給与支払者（個人事業主）本人の〔・マイナンバーカード ・通知カード 等〕の中から１点

② 代理人の身元を確認できる書類

代理人の〔・マイナンバーカード ・運転免許証 ・税理士証票 等〕の中から１点

または

〔・公的医療保険の被保険者証 ・国民年金手帳 ・住民票の写し 等〕の中から２点

③ 代理権を確認できる書類

法定代理人 → 戸籍謄本等の資格を証明する書類

任意代理人 → 委任状

・本人しか持ち得ない身分証明書（マイナンバーカード等）の原本をお持ちいただくことで、

代理権を確認できる書類に代えることができます。

・代理権の確認をさせていただく際に、確認書類のコピーを取らせていただくことがありま

す。あらかじめご了承ください。

・法人が代理人となる場合は、上記とは別の方法で代理権を確認しますので、課税課までお問

い合わせください。

本人確認書類の例

－４－

令和７年度（令和６年分）給与支払報告書提出のご案内

　平素より、特別区民税・都民税(個人住民税)・森林環境税の特別徴収にご協力いただき、厚くお礼申

し上げます。

　毎年１月１日現在において給与の支払いをする者で、給与所得に係る源泉徴収をする義務のあるもの

は、給与支払報告書を所定の期日までに提出する必要があります。

　令和７年度給与支払報告書につきましては、本書および国税庁作成の「令和６年分給与所得の源泉徴

収票等の法定調書の作成と提出の手引」を確認のうえ、作成・提出してください。

給与支払報告書は下記の順に並べ、一束でご提出ください（特別徴収税額通知書への納税義務者

の記載は、ご提出時の特別徴収分個人別明細書の順にいたします）。

(1) 総括表　

(2) 特別徴収分 個人別明細書

(3) 普通徴収切替理由書

(4) 普通徴収分 個人別明細書

給与支払報告書の提出について

◎提出書類

◎提出時の並べ方

◎提出期限

◎提出先

令和７年１月３１日（金）必着

【提出書類一覧】

給与支払者

法人

個人

（個人事業主）

提出する個人別明細書

①特別徴収分と普通徴収分を両方提出

②特別徴収分のみを提出

③普通徴収分のみを提出

④特別徴収分と普通徴収分を両方提出

⑤特別徴収分のみを提出

⑥普通徴収分のみを提出

提出書類

A.

総括表

B.

個人別

明細書

C.

普通徴収

切替理由書

D.

本人確認

書類

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

〒１３５－８３８３ 東京都江東区東陽４－１１－２８ 江東区役所 区民部 課税課

※ 同封の返信用封筒をご利用ください。

－１－

(1)総　括　表

(2)特別徴収分 個人別明細書

(3)普通徴収切替理由書

(4)普通徴収分 個人別明細書

裏面（２ページ）へ続きます

Ａ.総括表

本書に同封のものをご利用ください。

※下記のＢに該当する方がいない場合は、総括表の提出も不要です。

Ｂ.個人別明細書

下記に該当する方のものを、１人につき１枚ご提出ください。

① 令和７年１月１日現在、給与の支払を受けており、江東区に居住している方

② 令和６年中に給与の支払を受けなくなった方のうち、その時点で江東区に居住されていた方

（給与支払金額が３０万円以下の場合は提出の義務はありませんが、公平・適正な課税の観点か

ら提出にご協力ください）

※ 年末調整や税務署への源泉徴収票の提出が不要な方につきましても、上記に該当する場合は、

個人別明細書をご提出ください。

※ 個人別明細書以外の様式（源泉徴収簿等）での受付はできません。

Ｃ.普通徴収切替理由書

本書に同封のものをご利用ください（普通徴収切替の要件に該当し、普通徴収を希望する方がい

る場合のみ）。

Ｄ.本人確認書類（給与支払者が個人事業主の場合のみ）

給与支払者の本人確認書類を、ご提出又はご提示ください。（Ｐ.４参照）



内 千 千円 千円 円 千内 円

千 円 人 従人 内 人 従人 人 従人 人 内 人 人 人

円千円千円千円千内

円円円円円生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

介護医療保

険料の金額

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額

（摘要）

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

特　　別 その他

有 従有

特　　　定 老　　　人 その他

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

（　　配　　偶　　者　　を　　除　　く　　。　）

支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）
所得控除の額の合計額

16歳未満

扶養親族

の数

障　害　者　の　数

（ 本 人 を 除 く。 ）

非居住者

である

親族の数
 の 有 無 等

老人

 （ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 （ 特 別 ）

控    除    の    額

源　泉　徴　収　税　額

給
与
支
払

報
告
書

個
人
別

明
細
書

氏

　

名

（フリガナ）

種　　　　　　　　別

（受給者番号）

（個人番号）

(役職名)
支　払

を受け

る　者

住

所

※区分

※種　　別 ※整　理　番　号 ※※

取締役
コウトウ タロウ
江東 太郎

給与・賞与

江東区東陽４－１１－２８

6 4 0 0 0 0 0

36 0 0 0 0

8 2 5 6 8 4

００３９

源泉徴収時所得税減税控除済額 150,000円、控除外額 0円

123456789012

⑦

（摘要）

4 6 8 0 0 0 0 2 0 4 5 6 8 4

5 2

19 300

1

定額減税の記載について

「（摘要）」欄に、実際に控除した年調減税額を「源泉徴収時所得税減税控除済額×××円」と記載します。

また、年調減税額のうち年調所得税額から控除しきれなかった金額を「控除外額×××円」と記載します

（全額控除できた場合は「控除外額　０円」と記載してください）。

【記載例①：年末調整を行った一般的な場合】

・源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円

【記載例②：非控除対象配偶者分の定額減税の適用を受けた場合】

・源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円

非控除対象配偶者減税有

【記載例③：非控除対象配偶者が障害者に該当する場合】

・源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円

減税有　配偶者氏名　（同配）

【記載例④：所得制限を超える人の場合】

・源泉徴収時所得税減税控除済額　０円、控除外額　０円

定額減税等の給与支払報告の記載に関するお問い合わせ先

【記載例】

年末調整をした人

年末調整を行わずに退職し再就職しない場合や、令和６年分の給与収入金額が2,000万円を超えるなどの理由

により年末調整の対象とならなかった給与所得者については、「(摘要)」欄に定額減税等の記載は不要です。

年末調整をしていない人

別 紙

「（ 摘 要 ）」 欄 の

記載に当たっては、

定額減税に関する

事項を最初に記載

するなどし、他の

事項（記載すべき

被扶養者情報、退

職情報、普通徴収

の事由等）も含め

て書ききれないこ

とがないよう留意

してください。

◎国税庁ホームページ⇒「定額減税特設サイト」

https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/index.htm

◎国税庁ホームページ⇒「源泉徴収義務者の方」

https://www.nta.go.jp/users/gensen/index.htm




